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徳島県営日野谷発電所など３発電所の売電先選定プロポーザル実施要領

令和８年７月

１ 趣旨

この要領は、日野谷発電所など徳島県営電気事業の３か所の水力発電所（以下「徳島

県営３発電所」という。）で発電する電気の売電先を選定するための公募（以下「本公

募」という。）に際し、必要な事項を定めたものである（以下「本要領」という。）。

売電先の選定にあたっては、徳島県営３発電所の電気及びその環境価値を有効活用す

ることにより、地域の活性化や経済振興等（以下「地域貢献等」という。）につなげる

ことに着目したプロポーザル方式の公募を実施する。

２ 概要

（１）対象発電所

本公募の対象発電所は次表のとおりである。

発電所名 日野谷 川 口 勝 浦 計

最大出力 62,000kW 11,700kW 11,300kW 85,000kW

・対象発電所の詳細については、「徳島県営日野谷発電所など３発電所の売電に係

る仕様書」による。

（２）契約及び売電の期間

ア 契約期間 契約締結の日から令和１１年３月３１日まで

イ 売電期間 令和９年４月１日０時から令和１１年３月３１日２４時までの２年間

（３）売電条件等に関する事項

「徳島県営日野谷発電所など３発電所の売電に係る仕様書」による。

３ 参加資格

本公募に参加する者（以下「参加者」という。）は、参加申し込み時点において、次

の事項を全て満たすことを条件とする。

なお、本公募へは複数の者が共同で参加すること（以下「共同参加」という。）も可

能とするが、この場合（７）の事項については、共同で満たすものとする。また、共同

参加の場合は、あらかじめ代表者を定めることとし、代表者は各種手続を代表して行う

ものとする。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であ

ること。

（２）徳島県物品購入等に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けていな

い者であること。

（３）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員（同条第６号に規定する

暴力団員をいう。）に該当すると認められる者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な
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関係を有する者と認められる者でないこと。

（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法

（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て、又は破産法（平成16年法

律第75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。

（５）電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定に基づき、小売電気事業者

（みなし小売電気事業者を含む。以下同じ。）の登録を受けている者であること。

（６）電気事業者による再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成

23年法律第108号）第３１条に定める納付金を期限までに納付せず、さらに督促状に

より指定された期限までに納付しなかったため、同法第３４条第４項に基づき、国か

らその事業者名を公表された者でないこと。

（７）令和７年度に、小売電気事業者としての電気の販売実績が317,200,000kWh以上有す

る者であること。

（８）売電期間において受給することが可能であること。

４ 日程

（１）プロポーザル公告 令和８年７月１３日（月）

（２）質問の受付期限 令和８年７月２７日（月）午後４時まで

（３）質問の回答期限 令和８年８月 ３日（月）まで

（４）参加申込書等の提出期限 令和８年８月 ６日（木）午後４時まで

（５）参加資格審査結果通知 令和８年８月１０日（月）まで

（６）企画提案書提出期間 令和８年８月１７日（月）から

令和８年９月 ９日（水）午後４時まで

（７）企画提案審査開催通知 令和８年９月１４日（月）まで

（８）プレゼンテーション 令和８年９月２５日（金）（予定）

（９）企画提案審査結果通知 令和８年10月上旬（予定）

５ 質問及び回答

（１）質問方法

本要領に関する質問がある場合は、質問票（様式３）を原則として電子メールによ

り下記あて先に送信すること。受付期限は、本要領４（２）のとおり。

（２）回答方法

原則として電子メールにより、質問者に随時回答するとともに、県ホームページに

掲載する。回答期限は、本要領４（３）のとおり。

（３）送付先、問合せ先

ア メールアドレス：kigyoukyokujigyousuishinka@pref.tokushima.lg.jp

イ 電子メールの件名を「売電先選定公募の質問」とすること。

ウ 質問に関する問合せ先は、本要領６（４）と同じ。

６ 参加申込書等の提出

（１）提出書類
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ア 参加申込書（様式１）

イ 小売電気事業者の登録を証する書類

ウ 徳島県内における電気の販売実績を証する書類

エ 登記簿謄本

オ 納税証明書

カ 会社パンフレット等

キ 財務諸表（直近の３会計年度分）

ク 企画提案書（様式２）

ケ その他、県が求めた資料等

（２）提出部数

上記ア～ケ 正１部 副７部

共同参加の場合は、全参加者分を提出すること（ア及びクを除く。）。

（３）提出期間

上記ア～キ 令和８年８月 ６日（木）午後４時まで

上記ク 令和８年８月１７日（月）から令和８年９月９日（水）午後４時まで

（４）提出先、問合せ先

〒770-0855

徳島県徳島市新蔵町1丁目86 徳島県企業局総合管理推進センター４階

徳島県企業局事業推進課 エネルギー・地域貢献担当

電話 088-678-7418（直通）

（５）提出方法

郵送又は持参（要事前連絡）

（６）留意事項

ア 参加者１者につき１提案とする。

イ 提出された書類は、原則として返却しない。差替は不可とする。

ウ 提出書類作成やプレゼンテーション等に要する費用は、全て参加者の負担とする。

エ 提出期間は厳守すること。（郵送の場合は必着）

オ 参加申込書提出後にプロポーザル参加を辞退する場合は、参加辞退届（様式４）

を提出すること。

７ 企画提案審査

（１）失格事項

次のいずれかに該当した場合は失格とする。

ア 提出書類に虚偽の内容が記載されている場合

イ 買取単価の提案が徳島県の設定した最低単価（非公表）を下回る場合

ウ 様式２企画提案書において、「地域貢献等」の項目のうち、「県営水力発電の優れ

た環境価値の有効活用に関するＰＲ」、「CO2フリー料金プラン」及び「地域還元プ

ラン」の提案がなかった場合

※「地域還元プラン」の原資は「CO2フリー料金プラン」による収益の一部とし、「直接還元

プラン」又は「間接還元プラン」のどちらか一方は必ず提案するものとする。
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エ 別紙１評価基準に示す「地域貢献等」及び「経営の確実性」における評価点の合

計が配点に対して５割に満たない場合

オ プレゼンテーションに参加しなかった場合

カ その他不正な行為があった場合

（２）プレゼンテーション

提案の内容を確実に把握するためプレゼンテーションを実施する。

ア 開催時期 令和８年９月２５日（金）（予定）

イ 場 所 徳島県企業局総合管理推進センター（予定）

ウ 時 間 １参加者あたり、プレゼンテーション20分以内、質疑応答10分以内

（予定）とする。

エ 説明者数 １参加者あたり、説明者数は３名以内とする。

オ 説明方法 プレゼンテーションは企画提案書に基づき行うこと。企画提案書と

同一内容である場合に限りパソコンやモニターなどの使用を認める。

カ そ の 他 プレゼンテーションの時刻、場所等は企画提案審査開催通知により

参加者に通知する。なお、災害等により予定どおり開催できない場合

は、日程の変更をすることがある。

（３）審査方法

ア 徳島県が別途設置する審査委員会において審査する。

イ 本要領７（１）の失格事項に関する審査を行う。

ウ 別紙１に示す評価基準に基づき、提出書類及びプレゼンテーションについて評価

を行う。

エ 評価点数の合計が最も高い者を「売電候補者」とする。

オ 同点の場合は、審査員の合議により決定するものとする。

（４）審査結果通知

プレゼンテーションへ参加した者に対して書面により審査結果を通知する。

８ 審査結果の公表

（１）公表方法

売電候補者の決定後、県議会の議決を経て、県ホームページで審査結果を公表する。

（２）公表内容

参加者数、売電候補者名、評価点（売電候補者のみ）を公表する。

９ 契約の締結等

（１）契約書等

ア 売電候補者の決定後、企画提案内容を含めた契約が締結ができるよう協議する。

イ 電力受給契約は、別途提示する電力受給契約書（案）に基づき、徳島県と売電候

補者が詳細について協議のうえ締結する。

ウ 共同参加の場合は、全構成員と連名で契約するものとし、契約締結後は、全構成

員が共同連帯し契約内容を履行するものとする。また、契約書（案）23条の規定は

構成員のいずれかが該当する場合に適用する。
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（２）契約条件

「徳島県議会の議決すべき事件を定める条例（昭和54年３月26日、徳島県条例第25

号）」により、徳島県営発電所において発電する電気の「売電料金の額」、「売電の期

間」及び「売電料金の徴収の方法」に関しては、徳島県議会の議決事項であることか

ら、議決後に契約を締結する。

（３）契約保証金

ア 売電候補者が、電力受給契約を締結する場合には、徳島県契約事務規則第６条第

１項の規定に基づき、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約と同時に

納付する必要がある。

イ なお、同規則第６条第６項に該当する場合には、契約保証金の納付が免除される。

10 その他

（１）提出書類は、審査作業等に必要な範囲において複製を行う場合がある。

（２）提出書類は、徳島県情報公開条例の規定により開示する場合がある。

（３）徳島県の都合により、この公募を変更、中止する場合がある。


